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個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）が、平成１７年４月 1 日から
全面的に施行されました。この法律は、国、地方公共団体、独立行政法人のみならず民間

においても、個人情報の保護のために必要な措置を講ずるよう求めています。 
財団法人日本語教育振興協会（日振協）では、この法律の定めに基づき、以下のとおり、

個人情報の保護に関する方針を策定しました。 
個人情報の取扱いに際しては、個人情報の保護に関する法令を遵守するとともに、この

方針の内容を継続的に見直し、その改善に努めます。 
 
１ 個人情報の取得 
日振協は、個人情報を取得する場合は、その利用目的を明確に示すとともに、適正な手

段を用います。 
２ 個人情報の利用 
日振協が取得した又は保有する個人情報は、日振協が実施する事業の推進のために利用

します。 
３ 個人情報の第三者への提供 
日振協は、法令に定められている場合や業務委託先に提供する場合等を除き、本人の同

意を得ることなく、個人情報を第三者に提供しません。 
業務委託先に提供する必要が生じた場合は、委託先と守秘義務契約を取り交わします。 
４ 個人情報の管理・保護 
日振協は、管理する個人情報データの正確性を保持し、また個人情報データの紛失、破

壊、改ざん、漏えいなどを防止するため必要な対策を講じ、これを安全に管理します。 
５ 個人情報の開示、訂正等 
日振協は、管理する個人情報について、本人からの開示、訂正、利用停止等の請求があ

った場合は、適切に対応します。 
６ 方針の微底 
日振協は、この方針に基づき、役職員及び維持会員に対して適正な管理方法を周知し、

個人情報の適正な取扱いを図るよう徹底します。 
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